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1.新制度における医療費、給付費の将来見通し

○医療費、給付費の将来見通しについては、近年の実績を踏まえて 1人当たり医療費の伸び率 (自 然増)

高齢化の影響を反映した人口推計を基に、将来に投影して推計を行うと、

口国民医療費は、2010年度 37.5兆円から2025年度 52.3兆円に 14.8兆円増加 (年平均伸び 1.0兆 円、

こ医療給付費は、2010年度 31.9兆円から2025年度 45.0兆円に 13.1兆円増加 (年平均伸び 0.9兆円、

となる見通し。診療報酬改定があつた場合は、改定率の累計分の変動が生じることとなる。

を年 1.5%と 仮定し、

2.2%)

2.3%)

※自然増の伸び (年 1.5%)は、2005年度から2009年度の診療報酬改定・高齢化の影響を除いた 1人当たり医療費の伸び

率の平均で設定。

※近年、診療報酬改定や制度改正の影響を除くと、国民医療費は毎年 3%台の伸び率を示しているが、2025年度までの伸び

率は年 2.2%と 低下。これは、「加入者数の減少 (年▲0.5%)」 及び「高齢化による伸びが低くなること (2005→ 2009:年

1.6%が 2010→2025:年 1.3%)」 による影響。

※国民医療費の伸びが年 2.2%、 加入者数の減少が年▲0.5%であることから、高齢化の影響等を反映した 1人当たり医療費

の伸び率は年 2.7%。

※医療給付費 (2025年度 45.0兆円)と いう水準は、平成 18年度制度改正時の見通 しの医療給付費 (2025年度 48兆円)を

下回る。また、当時の 48兆円という推計値は、医療費適正化の中長期的方策である平均在院日数短縮及び生活習慣病対

策による 6兆円の適正化効果を織り込んだものである一方、上記 45.0兆円は、こうした適正化効果を織 り込んでいない

数字。
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075歳以上の高齢者の増加 (2010→2025:年 2.8%)に より、75歳以上の医療給付費 (医療保険分)は 2010年度 117兆円か

ら 2025年度 22.0兆円に 10.3兆円増加 (年平均伸び 0,7兆円、4.3%)することから、これを 75歳以上の保険料、75歳未

満の保険料、公費により、どのように公平に分担していくかが課題。

2.新制度における財政負担の将来見通し

○医療保険給付費は、2010年度 29.4兆円から○医療保険給付費は、2010年度 29.4兆円から2025年度 41.8兆円に 12,4兆円増加 (年平均伸び 0.8兆円、2.4%)。

○内訳は、保険料負担は 2010年度 18.2兆 円から2025年 23.6兆円に 5.4兆円増加 (年平均伸び 0.4兆円、1.7%)、 公費は 2010,1'

年度 11.2兆 円から2025年度 18.2兆 円に 7.0兆円増加 (年平均伸び 0.5兆円、3.3%)。

075歳以上の医療給付費に対する公費負担全体としては、国 :都道府県 :市町村の負担割合を4:1:1で 維持する。これによ

り、公費負担の内訳は、国の負担は 2010年度 8.2兆円から2025年度 12.9兆 円に、都道府県の負担は 1.9兆円から3.2兆円

に、市町村の負担は 1.2兆 円から2.1兆円に、それぞれ増加。 (3.(3)参 照)

3.新制度における制度改正等の

(1)高齢者の保険料の負担率の見直し

○現行制度においては、現役世代の負担の増加に配慮し、「現役世代人口の減少」、による現役世代の保険料の増加分を高齢者と

現役世代で折半 し、高齢者の保険料の負担率を段階的に引き上げる仕組みとなつているが、高齢者と現役世代の保険料規模

`の違い (1:15)を 考慮していないため、基本的に高齢者の保険料の伸びが現役世代の保険料の伸びを上回る構造にある。
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○このため、「高齢者人口の増加」と「現役世代人口の減少」に伴う現役世代の保険料の増加分を、高齢者と現役世代の保険料

規模に応じて分担する仕組みに改める。これにより、高齢者と現役世代の 1人 当たり医療費の伸びが同じであれば、高齢者

と現役世代の保険料の伸びはほぼ均衡することとなる。高齢者の保険料の伸びが現役世代の保険料の伸びを上回る構造は早

1期 に改善すべきであり、新制度の施行に先立つて、現行制度の次期保険料改定時 (2012年度 (平成 24年度))か ら見直すこ

|と として試算。

(2)新制度への移行による財政

〇以下の点から新制度への移行による各保険制度への財政影響を試算。

(A)75歳 以上の高齢者も若人と同じ制度に加入 (適用関係の変更)

・後期高齢者医療制度を廃止して、75歳以上の高齢者も若人と同じ制度に加入すると、被用者保険に本人約 30万 人、被扶

養者約 190万人が戻ることとなるが、被用者保険では被扶養者から保険料を徴収 しないことから、被用者保険にとつては

負担増要因 (協会けんぽ 500億円、健保組合 300億円、共済組合 200億円)と なる。

(B)75歳以上の医療給付費に対する支援金の総報酬

・75歳以上の医療給付費に対する支援金は、現在、先の制度改正により、総報酬割 3分の 1、 加入者割 3分の 2と なつてい

るが、これをすべて総報酬割にすると、1545の健保組合 口共済組合のうち財政力の弱い 591組合は負担減となる一方、954

組合は負担増となり、健保組合・共済組合全体では負担増要因となる。なお、こうした総報酬割の導入により、支援金の

負担が応能負担となつた場合、健保組合・共済組合との財政力の違いに着目した協会けんぱの支援金負担への国庫負担 (3

分の 2加入者割分の 16.4%、 2013年度 2100億円)は不要となる。
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(C)現役並み所得を有する高齢者に 5割公

口現在公費が投入されていない 75歳以上の現役並み所得を有する高齢者にも 5割公費を投入し、公費負担割合を実質 47%

から実質 50%に 引き上げると、すべての保険制度において負担減要因となる。なお、(B)の影響と併せて 1545の健保組

合・共済組合のうち、負担減となるのは 943組合、負担増となるのは 602組合となる。

(D)70～ 74歳の患者負担の段階的見直

甲個々の患者が負担増とならないよう、既に 70歳に達し 1割負担となつた方は引き続き 1割負担とし、それ以外の方は 70

歳到達後、順次 2割負担としていくと、医療給付費は段階的に縮減し、すべての保険制度において負担減要因となる。

○上記 (A)～ (D)の結果、新制度への移行による全体の財政影響は、(1)高齢者の保険料の負担率の見直し後をベー

スラインとして、2013年度 :協会けんぱA600億円、1建保組合+200億円、共済組合+600億円、市町村国保▲600億 円

となる。

○ (D)の患者負担の段階的見直しは、徐々に財政効果が出てくるため、各制度の財政影響は、

①協会けんぱは、 2015年度▲000億円、2020年度▲1400億円、2025年度▲1800億 円

②健保組合は、  2015年度+100億円、2020年度 ▲200億円、2025年度 ▲200億円

③共済組合は、  2015年度+600億円、2020年度 +600億円、2025年度 +800億円

④市町村国保は、 2015年度▲800億円、2020年度▲1100億円、2025年度▲1200億 円

となる。
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(3)新制度への移行による公費の変

○公費については、全面総報酬割に伴う減、現役並み所得を有する高齢者も 5割公費とすることに伴う増などで、制度改正の

'影響は、2013年度+700億円、2015年度+50∝億円ゝ2020年度 +2oO億円、2025年度+600億円となる。

○国と地方の公費負担割合は、現在、75歳以上の医療給付費について、国 :都道府県 :市町村が 4:1:1の比率で負担してい

るが、引き続き、国民全体で高齢者の医療費を支え合う観点から、この負担割合を維持する。一方、新制度の下で、被用者

保険者に対して地方が公費負担を行うことについては、地方公共団体は被用者保険と何ら関わりを有しないこと等から適当

でない旨の指摘があることを踏まえ、被用者保険へ投入する公費は、地方負担相当額を国が代わりに負担し、その分、地方

公共団体が国保に多く負担することにより、75歳以上の医療給付費に対する公費負担全体としては、国 :都道府県 :市町村

の負担割合を4:1:1で維持する。

※被用者保険に加入する 75歳以上の高齢者の地方負担相当額 (給付費の 6分の 1)

2013年度 3300億円、2015年度 3400億円、2020年度 3600億円、2025年度 3800億円

※仮にこの分を国保に加入する 75歳以上の高齢者の国庫負担割合 (33.3%)か ら差し引くとすると、

2013年度 2.9%、 2015年度 2.7%、 2020年度 2.3%、 2025年度 1.9%分 に相当し、国の負担割合は年々増加していく。 `h'

※これは、75歳以上の高齢者のうち、被用者保険の加入者数はほぼ横ばいである一方、国保の加入者数が増加し、被用者保

険と国保との間でウエイ トが変動するためである。

【加入者数・医療給付費の見通し】

2013年度 2015年 度 2020年 度 2025空「 月謹

被用者保険 国保 被用者保険 国保 被用者保険 国保 被用者保険 国保

加入者数 240 (150/0) 1 ,324 (850/0) 239(15%) 1 ,403 (850/0) 236(13%) 1,627(87%) 234(11%) 1,903(89%)

給付費 1 ,990(15%) 11,530(85%) 2,050 (140/0) 12,640(86%) 2,180 (120/0) 15,790(88%) 2,300 (100/o) 19.690 (900/o)

(単位 ;万人、十億円。被用者保険には国保組合を含む。)
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4.加入者一人当たり保険料の将来見通し

○現行制度では、75歳以上の高齢者の保険料は、現役世代の保険料よりも大きく増加 (2013→2025:協会けんぱ 32%、 健保組

合 34%、 市町村国保 38%増 に対して、75歳以上 48%増 )することとなつていたが、高齢者の保険料の負担率の見直しによ

り、伸び率は高齢者と現役世代でほぼ均衡する (2013→ 2025:協会けんぱ 31%、 健保組合 34%、 市町村国保の 75歳未満 37%

増に対して、市町村国保の 75歳以上 35%増 )。

5.参考試

○参考として、経済成長 (経済成長率 年 3%、 賃金上昇率

経済成長率は「新成長戦略」(平成 22年 6月 18日 閣議決定)

'長率との相関関係を示す回帰式より算出。

年 3.5%)及び診療報酬改定 (年 1%)を見込んだ場合を試算。

のマクロ経済目標を前提とし、診療報酬改定率は過去の経済成

6.新制度における協会けんば、健保組合の保険料率の将来見通し

O賃金上昇率の設定方法により、保険料率の水準は変化するが、賃金上昇率=診療報酬改定率としたケース Iの場合、協会け

んぼの保険料率 9.3%は、2013年度 9.9%、 2015年度 10.3%、 2020年度 11.2%、 2025年度 12.3%、 健保組合の保険料率 76%

は、2013年度 8.3%、 2015年度 8.7%、 2020年度 9.4%、 2025年度 10.4%と なる。なお、参考試算は、賃金上昇率 (3.5%)

が診療報酬改定率 (1.0%)を 2.5%上回るケースⅢに相当する。
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7.留意点

○今回の試算は、平成 18年制度改正時の試算には織り込んだ医療費適正化の中長期的方策である平均在院日数短縮及び生活習

慣病対策による適正化効果を織り込んでいないが、効率化できる部分の効率化を進めることにより、全体にわたり国民負担

の軽減が図られることになる。

○「今後の高齢化の進行等に応じた公費の投入のあり方」についての検討結果により、財政影響は変動することになる。

〕
:

○国保の都道府県単位化の第一段階における財政調整を前提としており、第二段階において財政調整の方法を見直した場合に

は、財政影響は変動することになる。
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新制度における医療費、給付費の将来見通し

国民医療費 :

医療給付費 :

2015年度 44ツЬ円

2015年度 37ソヒ円

20254平 [壁  56りじFЧ

2025年度 48りじ円

(兆 円)

※ 平成18年制度改正時の試算は、平均在院日数
の短縮及び生活習慣病対策による医療費適正
化効果 (2025年 度6兆 円)を織り込んでいる。

医療保険加入者数の将来見通し

2010年度
(平成22・ 賦課ベース)

2013年度

(平成25)

2015年度

(平成27)

20204「燿電

(平成32)

2025生F月難

(平成37)

年平均伸び(2010→ 2025)

増減 伸び率

国民医療費

(医療保険分)

37.5

35.1

15.9

6.4

12.8

40.4

37.9

16.0

7,1

14.8

42.3

39.7

15,9

7.7

16.1

47.2

44.2

16.3

8.2

19,7

52.3

490

17.3

7.6

24.1

1.0

0.9

0.1

0.1

0.8

％

　

％

２

．

２

一

２

　

　̈

２

　

一

0.6%

1.2%

4.3%

医療給付費

(医療保険分)

165歳未満「棄童I

31,9 34.5 36.1

33.4

12.3

6.4

14.7

40.4

37.5

12.7

6.8

18.0

45.0

41.8

13.5

63

22.0

0.9

0.8

0.1

0.1

0.7

2.3%

2.4%

0.5%

1.2%

4.3%

29.4

12.4

5.3

11.7

31.8

12.5

5.8

13.5

(参考)平成18年制度改正時の試算

(百万人 )

2010年度  | 2013年 度

(平成25)

2015年 度

(平成27)

20201再 泥露

(平成32)

20251手 月艶

(平成37)(平 成22・ 賦課ベース)

年平均伸び(2010→ 2025)

増減   1  伸び率
-0.61    -0.5%

ィ
^|        |ィ

n/-101        -1.1%

0.ol    ―o.2%

※ 診療報酬改定、制度改正、高齢化の影響を除いた、医療の高度化等による1人 当たり医療費の伸び率 (自 然増)を年1.5%と 仮定。

なお、診療報酬改定は見込んでいない。診療報酬改定があつた場合は、改定率の累計分の変動が生じることとなる。



新制度における財政負担の将来見通し
(兆 円 )

2010年度

(平成22・ 賦課ベース)

2013年度

(平成25)

2015年度

(平成27)

20201再 月電

(平成32)

20254手 泥難

(平成37)

年平均伸び(2010→ 2025)

増減 伸び率

医療 熟険給付費 29.4 31.8 33.4 37.5 41.8 0.8 2.4%

保 険斗斗負担 18.2 19.4 20.1 21.8 23.6 0,4 1.7%

75 歳未満 17.3 18.4 19.0 20.3 21.6 0.3 1.5%

(再掲)協会けんぱ 5.9 6.2 6:4 6.7 7.2 0.1 1.3%

(再掲)健保組合 5,8 6.2 6.4 6.8 7.2 0.1 1.5%

(再掲)共済組合 2.0 2.2 2.3 2.4 2.6 0.0 1.8%

(再掲)市町村国保 3.2 3.3 3.5 3.8 4.1 0.1 1.6%

751歳以上 0,9 1.0 1.2 1.5 2.0 0.1 5.5%

(再掲)市町村国保 0.8 0.9 1.0 1.4 1.8 0.1 56%

公 費負担 11.2 12.4 13.3 15,7 18.2 0.5 3.3070

国 8.2 9,0 9.6 11.2 ハ
υ

，
∠ 0.3 3.1%

都道府県 1,9 2.1 2.2 2.7 3.2 0.1 3.6%

市町村 1.2 1,4 1.5 1.8 2.1 0.1 4.2%

※1診療報酬改定、制度改正、高齢化の影響を除いた、医療の高度化等による1人 当たり医療費の伸び率(自 然増)を年1.5%と仮定。
なお、診療報酬改定は見込んでいない。診療報酬改定があつた場合は、改定率の累計分の変動が生じることとなる。

※2保険料は保険料軽減や高額医療費共同事業に係る公費等を控除した後のものである。

また、医療給付に必要な保険料 (所要保険料)の見通しであり、市町村国保の法定外繰入がないものとしている。

※3公費負担には、特例措置による保険料軽減に係る公費 (補正分)も含む。



新制度における制度改正等の話響
(億 円 )

75歳未満保険
Ｊ
ｔ

Ｗ
↑ 75歳以上保険料

計 :(再
)LT寸

公費 (補

計  :  国

正分除く)

1都道府県  市町村計
(再 )協会 :(再 )健保

けんぽ 1  組合
(再 )共済 |(再 )市町村

組合 1  国保

2010年度

(平成22)
現行制度 1731100 59,400 57,500 19,800 32,200 8,900 8,000 111,000 80,900 18.600:  11,500

2013年度
(平成25)

現行制度
高齢者保険料負担率の見直し後

184,000 62,900 61,400 21,100 34,000 10,600 9,500 123,100

123,700

700

1  89,200

1  89,200

1      0

12Q700113,100
1-一

‐ ―
一

― -1

12Q900‐ 1■ 600
「―――― ――‐ヽ  ‐ ―

|

1     200 1     500

新制度 183,500 62,300 61,600 21,700 33,400 10,400 9′ 300

影響額 -400 -600 200 600 -600 -2001    -200

2015年度
(平成27)

現行制度
高齢者保険料負担率の見直し後

190,500 64,700 63,700 22,000 35,400 ' 11.700 10,000 131,8001  95,300

132,2001

5001    -200

22,3001  14,100

22,400 1  14,700

100‐     600

新制度 1897500 63,9001  63,800 22,6001  34,600 11,6001  10,400

影響額 -1,000 =8001     100 6001    -800 -200:    -200

20204「月蓋
(平成32)

現行制度
高齢者保険料負担率の見直し後

204,800 68,900 67,900 23,600 39,300 15,3001  13,900 156,000

156,300

200

1112:200

1 111,600

-600

26,800   17,000

26,900 1  17,700

100      700

新制度 202,600 67,500 67,700 24,200 38,200 15,2001 13,800

影響額 -2,200 -1,400 -200 600 …1,100 -100 -100

20254「月質

(平成37)

現行制度
高齢者保険料負担率の見直し後

218,400 73,600 72,100 25,100 42,000 19,900 18,200 180,200

180,800

600

128,400

127,900

-500

31,3001  20,500

31,600 ‐  21,300

200 1     900

新制度 215,900 71,800 72,000 26,000 40,800 19,900 18,200

影響額 -2,500 -li800 -200 800 -1,200 0 -100

※1診療報酬改定、制度改正、高齢化の影響を除いた、医療の高度化等による1人当たり医療費の伸び率(自 然増)を年1.5%と仮定。
なお、診療報酬改定は見込んでいない。診療報酬改定があつた場合は、改定率の累計分の変動が生じることとなる。

※2保険料は保険料軽減や高額医療費共同事業に係る公費等を控除した後のものである。
また、医療給付に必要な保険料(所要保険料)の見通しであり、市町村国保の法定外繰入がないものとしている。



加入者1人当たり保険料の将来見通し

※1診療報酬改定、制度改正、高齢化の影響を除いた、医療の高度化等による1人 当たり医療費の伸び率 (自 然増)を年1.5%と仮定。
なお、診療報酬改定は見込んでいない。診療報酬改定があつた場合は、改定率の累計分の変動が生じることとなる。

※2保険料は保険料軽減や高額医療費共同事業に係る公費等を控除した後のものである。

また、医療給付に必要な保険料 (所要保険料)の見通しであり、市町村国保の法定外繰入がないものとしている。
※3現行制度の75歳 以上1人 当たり保険料額の6.8万 円(2013年度)は、9割軽減を受けている被扶養者などを含む加入者1人 当たりの保険料額であり、見直し後の

7.0万 円(2013年度)は、被用者保険に移行した者を除いた国保加入者の1人 当たり保険料額であり、対象者が異なうている。こうした理由により、1人 当たり保険
料額に差が生じているものであり、制度移行に伴い、75歳以上の国保加入者の保険料負担が増加するものではない。

2010年度
(平成22

1武課ベース)

2013年度

(平成25)

2015年度

(平成27)

20201平月諏

(平成32)

20254「氾蓋

(平 成37)

伸び率

2013-→ 2015 2013-→ 202012013-→ 2025

現行制度

高齢者保険料負担率 (%) 10.26% 10.62% 10.92% 12106% 13.01%

加入者
1人当たり
保険料
(万円 )

75歳未満

協会けんぱ
つ
′ 18.7

ｎ
υ 22.0 24.7 5%

6%

6%

4%

7%

1   18%1   32%
|一 ― ― ― ―  

―
 ― ― ― ―  |

1   19%‐    34%

|―― ― ¨ ― ― ― _一 ― ― ― ― ― ―  | ― ―      ―

‐        18%        33%

―
  一 ― ―

―
― 一

― ‐ ― ―
―

‐ ―
―

 ―

1        20%1        38%

.        28%1        48%

雛
19.5 21.5 22.8 25.6

７
′

０
０

う
乙

21.7 23.8 25.2 282 31.7

市町村国保 9.0 9.6 100 員
υ 13.2

75歳 以上 計 6.3 6.8 7.3 87 10.1

現行制度

高齢者保険
料負担率の
見直し後

高齢者保険料負担率 (%) 1050% 10.69% 11.34% 12020/1

加入者
1人当たり
保険料
(万円)

75歳未満

協会けんぱ 18.7 19,7 22.1 24.9 5% ％

一
％

‐８

一

２０

％

一
％

３

一
５

３

・
３健保組合 21.5 22.8 25,7 29.0 6%

1共済組合

市町村国保  ,

23.8
り
０

民
υ

●
４ 28.3 32.0 6% 19% 34%

9.6 10.0 115 13.3 4% 20%

2200

％

¨

％

８

　

８

３

　

３75歳以上 計 6.8 8.2
う
０ 6%

新制度

高齢者保険料負担率 (%) 10.48% 10.64% 1125% 11.88%

加入者
1人当たり
保険料
(万円 )

7F■塁‐ こ壁

協会けんぽ

健保組合

_18.5 19.4 21.6 24.3 5% ％

一
％

７

一
９

欄

一
机

３

一
３21.6 22.8 25.6 28.9 6%

共済組合 24.5 25.9
ｎ
υ

う
ι 33.0 6% 19%|

19%:

20%|

協

一
秘

一
脇

３

ラ

３

　

　

３

市町村国保 9.4 9.8 11.2 12.9 4%

75歳以上 市町村国保 7.0 7.4 8.5 9`5 5%



(参考試算)経済成長 (年 3%)及び診療報酬改定 (年 1%)を前提とした場合

新制度における医療費、給付費の将来見通し
(兆円 )

2010年 度

(平成22・ 賦課ベース)

2013年度 1 2015年 度

(平成25)|(平 成27)

2020年度 1 2025年度

(平成32)|(平 成37)

年平均伸び(2010→ 2025)

増減  1 伸び率

国民医療費 37.5

35.1

15。 9

6.4

12.8

41.6 1        44.5

39,0 1        41.7

16.5 1           16.7

7.31       8.1

15.2 1           16.9

52.1

48.9

18.0

9,1

21,7

60。 7

56.9

20.1

8.9

27.9

1.5

1.5

0.3

0.2

1.0

3.3%

3.3%

1.6%

2.2%

5.3%

(医療保険分 )

65歳未満

65-74店記

75歳以上

医療給付費

(医療保険分)

|`:議栞鳥

1蹴チI

31.9

29,4

12.4

5。 3

11.7

35.5

32.8

12.8

6.0

13.9

37.9

35.1

13.0

6.7

15.4

44.6 1        52.2

41.4 1        48.5

14.01       15.6

7.51    7.3

19.9 1        25.5

1.4 1        3.3%

1.3 1        3.4%

0.21   16%

0.1 1        2.2%

0.9 1        53%

(参考)平成18年制度改正時の試算

国民医療費 :

医療給付費 :

2015年度 44ソL円

2015年度 37ツヒ円

2025年度 56ソЬ円

2025年度 48兆 円

※ 平成18年制度改正時の試算は、平均在院日数
の短縮及び生活習慣病対策による医療費適正
化効果(2025年度6兆 円)を織り込んでいる。

医療保険加入者数の将来見通し

※診療報酬改定、制度改正、高齢化の影響を除いた、医療の高度化等による1人 当たり医療費の伸び率(自然増)を年1.5%と仮定。
診療報酬改定率は経済成長率との過去の相関関係により年1%(2年 に1度の診療報酬改定で2%の 引上げに相当)と仮定。



(参考試算)経済成長 (年 3%)及び診療報酬改定 (年 1%)を前提とした場合

新制度における財政負担の将来見通し

2010年度

(平成22・ 賦課ベース)

2013年度

(平成25)

2015年度

(平成27)

2020生再月虻

(平成32)

2C25fF理難

(平成37)

年平均伸び(2010→ 2025)

増減 伸び率

医療1積険給付費 29.4 32.8 35.1 41.4 485 1.3 3.4%

保 険 斗負担 18.2 20.0 21.1 24.1 274 0.6 2.8%

751歳未満 17.3 18.9 19.9 22.4 25.1 0.5 2.5%

(再掲)協会けんぱ 5.9 6.4 6.7 7.5 8.3 0.2 2.3%

(再掲)健保組合 5.8 6.3 6.7 7.5 8.4 0.2 2.5%

(再掲)共済組合 2.0 2.2 2.4 2.7 3.0 01 2、 9%

(再掲)市町村国保 3.2 3.4 3.6 4.2 4.7 0.1 2.6%

Ｅ
Ｕ 議以上 0.9 1.2 1.7 2.3 0.1 6.6%

(再掲)市町村国保 0.8 1.0
５

・

2.1 0.1 6.7%

公 費負担 11.2 12.8 14.0 17.3 21.1 0.7 43%

国 8.2 9.2 10.1 12.4 15.0 0.5 4.1%

都道府県 1.9 2.2 2.4 3.0 3.7 0.1 4.6%

市町村 1.2 1.4 1.5 2.0 2.5 0.1 5.2%

※1診療報酬改定、制度改正、高齢化の影響を除いた、医療の高度化等による1人 当たり医療費の伸び率 (自 然増)を年1.5%と 仮定。
診療報酬改定率は経済成長率との過去の相関関係により年1%(2年に1度の診療報酬改定で2%の 引上げに相当)と仮定。

※2保険料は保険料軽減や高額医療費共同事業に係る公費等を控除した後のものである。
また、医療給付に必要な保険料 (所要保険料)の見通しであり、市町村国保の法定外繰入がないものとしている。

※3公費負担には、特例措置による保険料軽減に係る公費(補正分)も含む。



(参考試算)経済成長 (年 3%)及び診療報酬改定(年 1%)を前提とした場合

新制度における制度改正等の影響
(

75歳未満保険料

計 |¶鷲窪:輛僣 1輛猶 10LT

75歳 以上保険料

計 |(再
)LT寸

公費 (補正分除く)

:        |        |

計  1  国  1都道府県 1 市町村

2010年度
(平成22)

現行制度 173,100i  59,400 57,500 19,800 32,200 8,900 8,000 111,000,  80,900,  18,6001  11,500

2013年度
(平成25)

現行制度
高齢者保険料負担率の見直し後

189,5001  64,800

189,1001  64,100

63,300

63,500

21,800

22,400

35,000

34,400

9,800

9,600

０

　

¨

０

　

一

９

　

¨

０

　

¨

10,7001

126,8001 91,9001 21,4001 13,500

127,5001 91,9001 21,5001 14,000

1      i      l
7001      01    200 1    600

新制度

影響額 -4001   -6001    2001 600 -600 -200 -200

2015年度
(平成27)

現行制度
高齢者保険料負担率の見直し後

200,2001  68,000 667900 23,100 1  37,200 12,3001  11,100 138,500

139,000

500

100,200

99,900

-300

23,4001  14,800

23,600 1  15,400

100 ‐    600

新制度

影響額 -1,100 1    -900 1     100 1     6001    -800

０

　

一

０

　

¨

２

　

¨

10,900

-200 1    -200

20204再 月難
(平 成32)

現行制度
高齢者保険料負担率の見直し後 響′

"|■
翌1型

"1響
撃IT響

223,8001 74,5001 74,8001 26,8001 42,200

16,900

16,800

15,400

15,200 172,600

300

172,3001 123,900

123,300

-600

29,600 1  18,800

29,700 1  19,600

100      800

新制度

_影 響額 -2,4001  -1,6001   -2001    7001  -1,300 -1001   -200

20254平 [難

(平成 37)

現行制度
高齢者保険料負担率の見直し後

253,500 85,500 83,800 29,200 48,800 23,200 21,100 209,200

209,900

700

149,000

148,500

-500

36,4001  23,800

36,6001  24,800

200 ‐   1,000

新制度

影響額

250,600

-2,900

83,400

-2,100

83,600

-200

30,200

1,000

47,300

-1,400

23,100

0

21,100

-100

※1診療報酬改定、制度改正、高齢化の影響を除いた、医療の高度化等による1人当たり医療費の伸び率 (自 然増)を年1.5%と仮定。
診療報酬改定率は経済成長率との過去の相関関係により年1%(2年に1度の診療報酬改定で2%の 引上げに相当)と仮定。

※2保険料は保険料軽減や高額医療費共同事業に係る公費等を控除した後のものである。
また、医療給付に必要な保険料 (所要保険料)の見通しであり、市町村国保の法定外繰入がないものとしている。



(参考試算)経済成長 (年 3%)及び診療報酬改定 (年 1%)を前提とした場合

加入者1人 当たり保険料の将来見通し

賃金の伸び率(年3.5%)‖     7%1    27%    51%
※1診療報酬改定、制度改正、高齢化の影響を除いた、医療の高度化等による1人 当たり医療費の伸び率 (自 然増)を年150/oと仮定。

診療報酬改定率は経済成長率との過去の相関関係により年1%(2年 に1度の診療報酬改定で2%の 引上げに相当)と仮定.

※2保険料は保険料軽減や高額医療費共同事業に係る公費等を控除した後のものである
`また、医療給付に必要な保険料(所要保険料)の見通しであり、市町村国保の法定外繰入がないものとしている。

※3賃金上昇率 (≒ 1人 当たり成長率)は、名日経済成長率 (年3%)及び労働力人口の減少(年▲05%程度)から単純に計算し年3.5%と 仮定。
※4現行制度の75歳 以上1人 当たり保険料額の70万円(2013年度)は、9割軽減を受けている被扶養者などを含む加入者1人 当たりの保険料額であり、見直し後の

7.3万 円(2013年度)は、被用者保険に移行した者を除いた国保加入者の1人 当たり保険料額であり:対象者が異なっている。こうした理由により、1人 当たり保険
料額に差が生じているものであり、制度移行に伴い、75歳以上の国保加入者の保険料負担が増加するものではない。

2010年 度

(平成22

賦課ベース)

2013年度

(平成25)

2015年度

(平成27)

20204「月譴

(平、成32)

20254「月乾

(平成37)

伸び率

2013-→ 2015 2013-→ 2020 2013-→ 2025

現行制度

高齢者保険料負担率 (0/o) 1026% 10.62% 10.92% 12.06ツ 13.01%

加入者
1人 当たり
保険料
(万 円)

75歳未満

協会けんぱ （
υ

●
‘ 24.3 28.7 7% 26% 49%

健保組合 22.1 28.2 8% 28% 51%

共済組合 21.7 24.5 265 368 27% 50%

市町村国保 90 105 12.7 6% 29% 55%

75歳以上 計 7.0 9% 37% 67%

現行制度

負担率見直
し後

高齢者保険料負担率 (%) 1050% 10.69% 11.34% 1202,

加入者
1人 当たり

保険料
(万円 )

75歳未満

協会けんぼ
ハ
υ 24.4 7% 27% 50%

健保組合 221 24.0 28.4 8% 28% 52%

共済組合 24.6 26.6 8% 28% 510/・

市町村国保 105 127 15.4 6% 290/0 56%

75歳 以上 計 70 108 8% 30% 56%

新制度

高齢者保険料負担率 (%) 1048% 10.64% 1125% 1188%

加入者
1人 当たり
保険料
(万円)

75歳未満

協会けんぱ 190 204 238 282 25% 48%

健保組合 222 240 283 336 8% 27%

27%共済組合 25.2 273 8%

市町村国保 10.3 15.0 6% 28% 54%

75歳 以上 市町村国保 7% 29% ,    52%



新制度における協会けんば、健保組合の保険料率の将来見通し

協会けんぱ 健保組合

2010(平成22)年度

2013(平成25)年度

2015(平成27)年度

2020(平成32)年度

2025(平成37)年度

9。3%

(ケースⅡ)

9,7%

9.9%

10。 3%

10.8%

(ケースⅢ)

9.3%

9.3%

9.0%

8.8%

(ケース I)

9.9%

10.3%

11.2%

12.3%

7.6%

(ケースⅡ)

8.1%

8.3%

8,6%

9.1%

(ケースⅢ)

7.7%

7.7%

7.5%

7.4%

(ケース I)

8.3%

8.7%

9.4%

10.4%

１

２

３

※

※

※

将来の保険料率は、平成22年 度の保険料率 (協会けんぱ :9:3%、 健保組合 :7.6%(予算早期集計の単純平均))に、医療給付分の所要保険料率の伸びを加えて算出
診療報酬改定、制度改正、高齢化の影響を除いた、医療の高度化等による1人 当たり医療費の伸び率 (自 然増)を年1.5%と仮定
保険料率は、賃金上昇率と診療報酬改定率の差により水準が決定されることから、賃金上昇率について次の3通りの前提を設定

ケース I :賃金上昇率 =診 療報酬改定率

ケースⅡ :賃金上昇率 =診 療報酬改定率+1%
ケニスⅢ :賃金上昇率 =診 療報酬改定率+2.5%(参 考試算の賃金上昇率に相当)

名日経済成長率 (年 3%)と労働力人口の減少 (年 ▲0.5%程度)から単純に計算すると賃金上昇率 (≒ 1人 当たり成長率)は年35%に相当する。
したがつて、参考試算では、賃金上昇率 (3.5%)は診療報酬改定率 (10%)を 2.5%上 回ることとなる。



【参考】

詳細結果並びに前提及び方法



医療保険給付の財政負担等の将来見通し

政負担の将来見通し ・・・ 平成25年度 (2013) (十 億円 )

75歳 未満保険料

計 :協蜃諄ん|ま1健保蘊杏: 共済 1請峙村 1菌保組合
|    1    1    1 国保  :

75歳以上保険料

:市町村 :その他
1 国保  :

公費 (補正分除く)     i  国 (補正分 )

1 走率  |そ 勧 tL i 保険料 170～ 74歳

1     1     : 軽減分 1患者負担分

(参考)平成22(2010)年 度 (賦課ベース) 17,310: 5,9401 5,7501 1,9801 3,2201 400 890 :     800 ,      90 11.100 1  10.290 :     820 1      70 1     200

現行制度
高齢者保険料負担率の見直し前

高齢者保険料負担率の見直し後

①
一②

8,3801 6,2801 6,

8,400: 6,2901 6,

40

40

０

一
〇

3,400 ,0701 9601 110

,060 :     950 1     100 城‖|1胤 1棚 1 器1翻

新制度

(②に加え)適用関係の変更

(③に加え)支援金の総報酬割

③

一④

『
器1馴 1脱翼1甥 |¨ 淵1篤

４０

¨
４〇

一
４０

¨
４０

110

110

110

1lo

城:‖ |‖淵|=|:翼 |

|     |     |     |
12.380 1  11,560 1     820 1      50 1

12,3701 11,5501  820‐   501

(④に加え)現役並み所得を有する高齢者に5割公費⑤

(⑤に加え)70～ 74歳 の患者負担の段階的見直し ⑥

TfPi'r,91"PI甲 791'3,91 lζ 9

18.350 1   6.230 1   6,160    2.170 1   3.340 1     420

Ю
絆

剛
颯

高齢者保険料負担率の見直し

適用関係の変更               A
支援金の総報酬割              B
現役並み所得を有する高齢者に5害1公費     C
70～ 74歳の患者負担の段階的見直し      D

19: 91 91 9
100 1      50 1      30 :      20

1祐 1 61 ■61 66
-340 1    -110 1    -130 1     -50

二i61  61  61  6

０

¨
０

一
０

一
０

一
〇

一　

　

一　

　

一　

一　

一

０

一
０

一
０

¨
０

一
〇

1́01    -10

-10 ,     -20

0

0

0

0

0

0

0

0

0 0 0

0

0

0

20

-601   01  -601  -30

-2101    -210 1       01       0

1'91 1'91  9‐   9
-101   01   01   0

新制度への
移行の影響

A～ Cの合計

A～ Dの合計

一　

一　

一

-30 1     -60

-40 1     -60

-20 1     -20 1       0

-20 1     -20 1       0

701  1301  -60  301  0

701  1301  -60‐   -301  -20

の将来見通し ・・・ 平成27年度 (2015) (十 億円
75歳 未満保険料

計 協蜃杵油姜健保組答: 共済 1希叶村 1菌楳組合
|    |    |    1 国保  |

75歳以上保険料
:市町村 |その他
1 国保 |

公費 (補正分除く)     1  国 (補正分)

1癬 |あ
籠 遺鰍 |』軍縁

(参考)平成22(2010)年 度 (賦課ベース) 7.310 5,940 5,750 3,220 890:  8001  90 11 100 10,290「      820 1      70 1     200

現行制度
高齢者保険料負担率の見直し前

高齢者保険料負担率の見直し後

①

②̈ lml翻 1酬 1淵 |:酬 1棚
1,200 1

1 170 1

,080

.060

110

110

13.170

13180

12,230 1     940 1      90 1     230

12.240 1     930       90 ‐     230

新制度

(②に加え)適用関係の変更          ③

(③に加え)支援金の総報酬割         ④

(④に加え)現役並み所得を有する高齢者に5割公費 ⑤

(⑤に加え)70～ 74歳の患者負担の段階的見直し ⑥

甲 91""|1響 11甲 : 禦
6.4101 6,4001 2`2701 3,4801  430

`た

061 d::61 ',`61 よ|もbl ::6

６。

一

９〇

一
２〇

一
５０

1,160 1

1,160 1

1.160 1

1 160 1

,0401 120

120

120

120

０４

一
〇４

一
〇４

13,110

12,880

13.250

13.220

12,240 1     870       60 :     230

12,010 1     870 1      60 1     230

12.3801  8701  601  230

12.360 1     870 1      60 ,     120

個別の
改正影響

高齢者保険料負担率の見直し

適用関係の変更               A
支援金の総報酬割              B
現役並み所得を有する高齢者に5割公費     C
70～ 74歳の患者負担の段階的見直し      D

30

110

230

370

-70

０

一
０

¨
０

一

-120

-20

10

00

130

-140

-20

0 1        0

-101   0

0 1        0

-50 1     -10

-20 1       0

-301  -201   0

-101    -101    10

01      01      0

-101   01   0

0 0

…」1弓 1瑶 ||二』| :l      Ⅲ  Ⅲ         I ・
-230 1    …230        0 1       0 1       0

1    ・・・    l         i         l

370 1     370 1       o 1       0        o

-301  -201   0i   01 -120

新制度への

移行の影響

A～ Cの合計

A～ Dの合計
「,91 1991 191 791「 991  9
-100 1     -30 1      10 1      60 1     -80 1       0

-20 1     -20 1       0

-20 1     -20 :       0

701  1401  -70  -30   0

50 1     120 :     -70      -30 :    -120



の将来見通し ,・・ 平成32年度 (2020) (十億円 )

75歳 未 i 保険料 75歳 以上保険料 公費 (補正分除く)       国(補正分 )

, 定率 | その他  保険料  70～ 74歳

:     :       軽減分 i患者負担分

計

“

剣ナ綱
1齢

組合共済 1市町村 1回保組合
1 国保  | 一剛酔

その他

(参考)平成22(2010)年 度 (賦課ベース) 17,310 5,940 1   5,750 1,980 3,220 400 800 1      90 1,100 1  10,290 1     820       70 :     200

現行制度
高齢者保険料負担率の見直し前        ① 20,370 6,850 6,750 2,350 3,920 470 1,630 1,480 i5.6001 14,4901 1,110‐  1201  290

15,6001 14.5101 1.090  1101 290高齢者保険料負担率の見直し後        ② 20,480 6.890 6,790 2.360 3,930 1.530 1,390 140

新制度

(②に加え)適用関係の変更          ③ 20.590 6,940 6.320 2,390 3,930 470 1,530 1,390 140

¬E面|コ覆二三二i=
≪器く選:■器

80:     290

80 1     290

８

一

８

(③に加え)支援金の総報酬割         ④ 20,860 6,940 6,980 2.500 3,930 480 1.530 1.390

(④に加え)現役並み所得を有する高齢者に5割公費 ⑤ 6,800 2,450 3.860 1,520 1′ 380

(⑤に加え)7b～ 74歳の患者負担の段階的見直し ⑥ 20,260 6,750 6,770 1   2,420 3,820 1,520 1,380

個別の
改正影響

高齢者保険料負担率の見直し 0 -100 0 1      20 1     -20 1
-一一 ―-1-一 一―‐ ' 一   ‐

-80 1       0 1     -70

=I=~百下「
~葛

b■■61

一　

　

・　

　

　

　

一　

ヽ

１〇

一
３。

．
０

．
０

０

一

・

一

一
　

・
　

一

適用関係の変更               A 0 0

支援金の総報酬割              B 280 1       0 0 0 0

現役並み所得を有する高齢者に5割公費     C -430 -140 -160

'0～

74歳の患者負担の段階的見直し      D -170 -50 -20 -40 0 0 0

新制度への

移行の影響

A～ Cの合計 901  1701  -80  -301   0

201 1101 -301 ～301 -290A～ Dの合計 -140 -110 -101      0

来 年度財 政 負担 の将 釆見 通 し ・・・ 平 成 37年度 (2025 (十 億 円 )

75歳未 保険料 75歳 以上 R険料

市町村
国保

その他

公費 (補正分除く)       国(補正分 )

IT矩
率|そあTI曇機碁:駆謀

計
1協

釦悧

1健堡
組合 共済

1聯
寸

1国

保総

(参考)平成22(2010)年 度 (賦課ベース) 17.310 i   5,940 1   5,750 1.980,   3.2201     400 8901     800 11,100 .  10,290 1     820 1      フ0      200

現行制度
高齢者保険料負担率の見直し前        ① 21,660 :   7,300 7.150 2.4901 4,1801  500 2160 1.970

器十1器|― I罵
―棚 観高齢者保険料負担率の見直し後        ② 21,340 フ,3601 7.210 2.510 4,200 1.990 1.820 1     170

新制度

(②に加え)適用関係の変更          ③ 21,940 1   7,410 7,250 2,020 1,840 1     180

叩一‐７，６０〇一‐８，‐４〇一‐８，０８０

_三里:翌1,、 _1:]ユ91  、1991   270
16,450 1   1,150 1 1   100 :     270

-― ―――‐――        ――‐    `       i

17,0001 1,1401  1001  270

16.9401 1.1401  1001   0

(③に加え)支援金の総報酬割         ④ 22,2701 7,390 7,440 2,690 1   4,190 510 2,020 1,340

(④に加え)現役並み所得を有する高齢者に5割公費 ⑤ 21,750 1   7,230 7,250 2,620 1   4,120 500 1,990 1,320 180

(⑤に加え)70～ 74歳の患者負担の段階的見直し ⑥ 21,590 ,   7,180 7.200 2.600 1   4,080 1,990 1.320

個別の

改正影響

高齢者保険料負担率の見直し -170 1    -150 1     -10 0

-90

‐330

550

-60

10'      0

30 1       0

01      0

0         0

0     -270

適用関係の変更               A 301

支援金の総報酬割              B
`

現役並み所得を宥する高齢者に5割公費     C -520 -170 -190

70～ 74歳の患者負担の段階的見直し      D -160 1     -50 -50 -20 0: 0

新制度への
移行の影響

A～ Cの合計 -90 1    -130 100 120

60

220 1     -90      -30 ,       0

160 1    -10o l     -30 :    -270A～ Dの 合計 -250 -180 -120

12



( 75 …・ 平成25年度 (2013) (十億円
75歳 以上保険料

計 1被用者保険
|

市町村
国保共済 (再)被用者本人           (再 )被 扶養者

|    |    |   
「

蕊薩轟
「

葎輛 i

国保組合

(参考)平成22(2010)年 度 (賦課ベース) 0 1      10 :     300 1      20

現行制度
高齢者保険料負担率の見直し前 ①

一②高齢者保険料負担率の見直し後

1,0701      90

1,060 1      90

I Ю "三 %_渕■■―弓■#1  70'  101  01  80

新制度

②に加え)適用関係の変更          ③ 940

③に加え)支援金の総報酬割         ④ 1,040 1      90 0

(④に加え)現役並み所得を有する高齢者に5割公費 ⑤ 930

(⑤に加え)70～ 74歳の患者負担の段階的見直し ⑥ 1,0401  90 0 0 930 1

イ固別の
改正影響

高齢者保険料負担率の見直し -10:  01  01  01  01  01  01  0:  01  -10 0

適用関係の変更               A 0 -20 0

支援金の総報酬害l              B 0 0 0 0 0

現役並み所得を有する高齢者に5割公費     C 0 1 0 0 0

70～ 74歳の患者負担の段階的見直し      D 0 0 01 0 0

新制度への

移行の影響

A～ Cの 合計 -20 0 0 -20 0

A～ Dの合計 01 0 -30 -20 0

(再掲)75歳以上保険料負担 (内訳 )の ・・・ 平成27年度 (201
甦以上保険料

計  1被用者保険

1協
会けんぼ

1健保組合
|

共済 (再)被用者本人          |(再 )被扶養者

|~´ i' 
「

:;民  [:言 : 

「
F::~~:~:::::::::::言 : 

「
1: 「

市町村
国保

国保組合

(参考)平成22(2010)年 度 (賦課ベース) 0 0

現行制度
高齢者保険料負担率の見直し前        ① ,200 1     100 1      80 0 01  101 1,0301

高齢者保険料負担率の見直し後        ② 0 01  101 1,0601  20

新制度

(②に加え)適用関係の変更          ③ 160 1     100 0 50 1 01 1,0401  20

(③に加え)支援金の総報酬割         ④ 201 0
「1901 _501 50  01 1040「  ¬

④に加え)現役並み所得を有する高齢者に5害り公費 ⑤ 0 0 1,0401  20

(⑤に加え)70～ 74歳の患者負担の段階的見直し ⑥ 160 1     100 0 0 11040 1      20

個別の
改正影響

高齢者保険料負担率の見直し -30 0 0 0 0 0

適用関係の変更               A
支援金の総報酬割              B 0 0 0 0 0 1

現役並み所得を有する高齢者に5害1公費     C 0 0 0 0 01 0 0

70～ 74歳の患者負担の段階的見直し      D 0 0 0 0 1 0 01      0

新制度への

移行の影響

A～ Cの合計 ０

一

0 0 0 501  -101  -201   0

A～ Dの合計 01 0-20 0 -40 501 -101 _201  0

13



成75歳 以上 保 険 料 負担 (内訳 )の 平成 32年 2 0 億 円

75歳 以上保険料

計  :被用者保険 綱醜
1協

会けん

1健
保組合

1共有
|∋

被用者

1≒面 轟 荘 轟

偶滞扶婦
EII保 組合

(参考)平成22(2010)年 度 (賦課ベース) 890 1      80 01  701  70 0 1      10 1     800       20

現行制度
高齢者保険料負担率の見直し前        ① 1.630 ０

一

高齢者保険料負担率の見直し後        ② 0 1      10 1   1,390 1      20

新制度

(②に加え)適用関係の変更   ` |   ・ ③ ,530

(③に加え)支援金の総報酬割         ④

(④に加え)現役並み所得を有する高齢者|15割公費 ⑤ ,520 201     60

(⑤に加え)70～ 74歳の患者負担の段階的見直し ⑥ 1,520 120 60 1 380 1      20

イ固別の
改正影響

高齢者保険料負担率の見直し 01    -10 -lo :       0 1       0 1     -90 1       o

適用関係の変更                A 0 0 10 :     -50 0 0

支援金の総報酬割              B 01 0 0 0 0 0 0

現役並み所得を有する高齢者に5割公費     C 0 0 0 0 0 01    -10 0

70～ 74歳の患者負担の段階的見直し      D 0 0 0 0 0 0 0

新制度への
移行の影響

A～ Cの合計 0 0 二50 1      60 0

A～ Dの 合計 0 0 -50 1      60 0

75歳以上 保 険料 負担 (内訳 )の将 来 …・ 平成37年 )

75歳以上 桑1険 オ斗
計

　

・

市町村
国保

1国保組合
協会けんぽ

P棚
者1   暮

動療
1

(参考)平成22(2010)年 度 (賦課ベース) 0 1      70 01  10 800 1      20

現行制度
高齢者保険料負担率の見直し前        ① 01  10

高齢者保険料負担率の見直し後        ② 1,990 1 40 1     140 o1  lo l ,320

新制度

(②に加え)適用関係の変更          ③ 2,020 201     10 ,840 1      30

(③に加え)支援金の総報酬割         ④ 2020 201  101 801  801  0 ,840 1      30

(④に加え)現役並み所得を有する高齢者に5割公費 ⑤ 1,990

(⑤に加え)70～ 74歳のF_者負担の段階的見直し ⑥ 1,990 1 1251 201 150 1 70 1 1,320 1      30

個別の
改正影響

高齢者保険料負担率の見直し -170 1     -10 -150 0

適用関係の変更               A 20 1 101 20 1 0

支援金の総報酬割              B 0 0 0 0 0

現役並み所得を有する高齢者に5割 公費     C 0 0 0 三|__「 11」
0

70～ 74歳の患者負担の段階的見直し      D 01 0 01 0 0 0 0 1 0

新制度への

移行の影響

A～ Cの合計 0 0 0

0A～ Dの合計 0 0 0

14



(再掲)公費負担 (内訳)の将来見通し ・・・ 平成25年度 (2013 十億

公費(補 正分除く) 定率公費 その他公 呈(本予算タ

1 
国

)

都道府県 1市町村

国 (補正分)

翡雰』駆ふ国  1都道府県:市町村 国  i都道府県 市町村

(参考)平成22(2010)年 度 (賦課ベース) 11,100 1   8.090 1   1.860 1.150 !0.290 7,9801 1,390 820 470

現行制度
高齢者保険料負担率の見直し前       ,① 12,310 8,920 1,310 11,4201   8.8001   1.560 1.060 250 ８〇

一

８０

220

高齢者保険料負担率の見直し後        ② 12,310 i   8,920 2,070 1   1,310 11,420 1   3.800 1   1.560 1060 250

新制度

(②に加え)適用関係の変更          ③ 2.240 1   3.920 2.030 1.300 8,800 1,560 1,060

200

(③に加え 支援金の総報酬割         ④ 2.030 8,700 2,030 1,300 11.210 8,590 1560 1,000
一 ― 一 一 一 一 す 一 ― ～ ~~~~「 ~~  ~

1101 4701 240

(④に加え 現役並み所得を有する高齢者に5割公費 ⑤ 12,380 2,090 1,360 11,560 8,8101 1,620 1,130 1101 4701 240

(⑤に加え 70～ 74歳の患者負担の段階的見直し ⑥ 2.3701 2,090 1,360 11,5501 8,8101 1,620 1,130 320 110 1     470 1     240

個別の
改正影響

高齢者保険料負担率の見直し 0 1 0 0 0 0 0 0 01      0

・30       0

01      0

01      0

0      -20

適用関係の変更               A -40 |

0 0 -601  -10

支援金の総報酬割              B -210 -2101      0 0 -210 1    -210 01 0 0 0

現役並み所得を有する高齢者に5割 公費     C 350 :     220 1      60 220 01 0 0

70～ 74歳の患者負担の段階的見直し      D -10:      0 0 0 01 01 0 0 0

新制度、の

移行の影響

A～ Cの合計 -60

A～ Dの合計 -60

′ の将来見通し ・・・ 平成27年 2015) 十

公費(補 正分除く) 定率公費 その他公費 (本予算分 ) 国 ( 正 分 )

料

分

険

減

保

軽

フ0～ 74歳

患者負担分
国  1都道府県 1市町村 国  :都道府県1市町村 国  1都道府県 1市町村

(参考)平成22(2010)年 度 (賦課ベース) 11.100 1   8,090 1.860 1.150 10.290 1   7,980 1   1,390 200

現行制度
高齢者保険料負担率の見直し前        ① 131701   9.530 1   2230 1   1.410 12,230 ,   9,400 1   1,680 1   1,150 130 1     550 1     260 230

230高齢者保険料負担率の見直し後        ② 13,180 1   9,530 1   2,230 1   1,410 12,2401 9,4101 1,6801 1,150 550

新制度

(②に加え)適用関係の変更          ③ 13,110 1   9,520 1   2,180 1   1,400 12,240 1   9,400 1   1,680 870 1     120 1     500 1     250 60 '     230

60      230

60      230

60      120

(③に加え)支援金の総報酬割         ④ 12、880 :   9,290 :   2180 1   1.400 12,0101 9,1701 1.680 8701 ¬20「
~■

65T~ 2:も

(④に加え)現役並み所得を有する高齢者に5害I公費 ⑤ 13250 1 9.530 2.250 1,470 12,o801 9,4101 1`750 220

~~葛
耳
~~1葛

1~蔦;51~~~可
751  1201~~:551(⑤に加え)70～ 74歳の患者負担の段階的見直し ⑥ 13.2201 9,5101 2,240 1470 12.3601 9,3901 1,7401 .220

個別の
改正影響

高齢者保険料負担率の見直し 0 0 0
一　

一

一　

　

・　

　

一

0

0

0

0

-120

適用関係の変更               A 01      o -101 -501 -lo

支援金の総報酬割              日 -230 0 -230 -230 0 0 01 0

現役並み所得を有する高齢者に5割公費     C 3701  2401  60 ol  ol  o

70～ 74歳の患者負担の段階的見直し      D 0 0 -20 -20 01 0  0  o

新制度への
移行の影響

A～ Cの合計 -50 -30        0

-30 1    -120A～ Dの 合計

15



費ヽ負担 (内訳 )の将来見通し ・… 平 2年度 (2020 )

公費(補正分除く) 定率公費 その他公費 (本予算タ

1 国

)

都道府県 :市町村

国 (補正分 )

婦雰 』駆息国 都道府県 市町村 国 都道府県 市町村

(参考)平成22(2010)年 度 (賦課ベース) 11.100 1.860 1.150 10.290 7.980 1.390 :     920 8201 1101 4701 240

現行制度
高齢者保険料負担率の見直し前        ① 15`600 11,200 2,690 1,710 14,490 11,060 2,020 1,410 1,110 1     140 120

110

290

290高齢者保険料負担率の見直し後        ② 151600 11.220 1.700 11.080 1.410 1.090 1     140

新制度

(②に加え)適用関係の変更          ③ 15`520 11,210 1.690 14,510 11,080 1   2.020 1.410 1.0201  1301  6101  280 80

30

80

80 1

(③に加え)支援金の総報酬割         ④ 15,250 0,930 2,630 1,690 14,230 10,800 2.020 1,410 fЪ20 1  1:61  610 ~~亮 6

(④に加え)現役並み所得を有する高齢者に5割公費 ⑤ 15.690 1.220 2.700 1,770 14.680 11.080 2100 1500 t田01 ね01 6001 286
(⑤に加え)70～ 74歳の患者負担の段階的見直し ⑥ 15.630 11.160 2,690 1,770 14.620 11,030 2.090 1500 1010 1     130 1     600 1     280

個別の
改正影響

高齢者保険料負担率の見直し 0 -20 -101      0

-30 1       0

ol      o

O 1      0

0 1    -290

適用関係の変更                A 0 0 0 -50

支援金の総報酬害l              B 0 -280 0 01

現役並み所得を有する高齢者に5害1公費     C 450 280 450 0

70～ 74歳の患者負担の段階的見直し      D 0

新制度への
移行の影響

∧～Cの 合計 -30 -30 1       0

-301    -290A～ Dの合計 -10 -60

公 の
”
′ 2025 億円 )

公費(補正分除く)

1 国 都道府県 市町村

定率公費

国 都道府県1市町村

その他公費 (本予算タ

1  国

ヽ
)

都道府県1市町村

国 (補正分 )

保険料 170～ 74歳

軽減分 1患者負担分

(参考)平成22(2010)年 度 (賦課ベース) 1100 1   8.090 1.860 1 150 10290 1   7980 1,390 200

現行制度
高齢者保険料負担率の見直し前        ① 8,020 1  12,810 3160 2.050 12,650 1   2,370 1   1,730 1,270 1     160 :     780      330 270

270高齢者保険料負担率の見直し後        ② 8,020 12,840 3,130 2,050 16,780 1216801 2,3801 1,730 1.2401  1601  7601  320

新制度

(②に加え 適用関係の変更          ③ 7,930 12,330 3,070 2,030 16.780i 12.6801 2,3801 1,730 1 150 150 :     700 '     300 100 ‐     270

100      270

100      270

100        0

(③に加え 支援金の総報酬割         ④ 7,600 12.490 i`1501 12,3品 1 2,386「
「

1,730 1 150 1501  7001  300

(④に加え 現役並み所得を有する高齢者に5割公費 ⑤ 8.140 12,340 3.170 2,140 17,000 12,7001 2,470 1,330 1 140 1501 6901 300

(⑤に加え 70～ 74歳の患者負担の段階的見直し ⑥ 18.080 12.790 3,160 2.130 16,940 12,6501  1面 70 1.830 1 140 150 1     690 1     300

個別の
改正影響

高齢者保険料負担率の見直し -20 0
・‐０
一輌
・　
一。
一〇

0

0

0

0

270

適用関係の変更               A -60 -20 0 0

支援金の総報酬害l              B -330 -330 0 -330 0 0 0 0

現役並み所得を有する高齢者に5割公費     C 350 560 0 0

70～ 74歳の患者負担の段階的見直し      D -50 0 0

新申l度への
移行の影響

A～ Cの 合計 0 220 -90 0

-270A～ Dの合計 -40 -100
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<現行制度における加入制度別>

加入者数推計

総報酬推計

※ 総報酬は20:0く 平成22)年度価額である.

医療費推計 医療贅の伸び率  1  15■

2013年度

2013年度

て し

2013年度

く新制度における加入制度別>



<新鋼度における加入

"度
別>

く現行制度における加入制度別>
医療給付費推計 医療費の伸び率  1  1



<現行制度における加入田産別>

加入者数推計

総報酬推計

2015年度

2015年度

て し

2015年度

※ 総報酬は20:0(平 成22)年度価額である。

医療費推計      ‐ 伸び率  1  1
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<現行制度における加入制度別>

加入者数推計

総報酬推計

※ 総報酬は20:0(平 成22)年度価額である.
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加入者数推計

総報酬推計

※ 総報酬は2010(平 成22)年 度価額である.

医療費推計         2025年 度 医療費の伸び率  1  1.5■

≦椰
""車

における加入制庫男1>

く新制度における加入制度別>



<新輌廃における加入制度別>

医療給付費推計 2025年度 医療費の伸び率

く現行制度における加入制度別>



医療費の将来見通しの前提及び方法について

1.1人当たり医療費の伸び率

○ 診療報酬改定、制度改正、高齢化の影響を除いた医療の高度化等による1人当たり医療費の伸び率 (自 然増)を年1.5%と仮定。

○ 診療報酬改定がない場合の医療費、医療給付費及びその財政負担を推計。診療報酬改定があった場合は、改定率の累計分の変動が生じる。

○ 参考試算として、診療報酬改定率を年1%とした場合(2年に1度の診療報酬改定で2%の引上げに相当)の試算結果を示す。
これは、「新成長戦略」(平成22年 6月 18日 閣議決定)のマクロ経済目標である名目3%成長を前提とし、過去の成長率と診療報酬改定との相関関

係を示す回帰式より算出した診療報酬改定率(年 1%)を用いて計算したもの。

回帰式 :y=0.3335x(相 関係数 0.875 t y:改 定率(本体)、 x:5年前の成長率 、切片〒0)

注1:自 然増分は、平成17～ 21年度の実績に基づき設定。 (→ 男J表 )

(平成18及び20年度の患者負担見直しについては、対象者が少なく医療費全体の伸び率への影響が小さいことから影響を除去していない。)

注2:平成18年改正時の試算で見込んだ、平均在院日数短縮及び生活習慣病対策による医療費適正化効果は織り込んでいない。

2.医療保険加入者数の将来見通しの前提及び方法

○ 「日本の将来推計人口(平成18年 12月 推計)」 における出生中位(死亡中位)推計を基に、年齢階級別、制度別加入者数の将来見通しを作成。

〇 年齢階級別に、人口に対する医療保険制度別の加入者数の割合が将来にわたリー定と仮定。ただし、被用者保険(国保組合を含む)の 75歳以上
の被扶養者 (家族)については、被保険者本人に対する75歳以上被扶養者の割合が一定と仮定:

3.医療費、医療給付費の将来見通しの前提及び方法

○ 上記の「1人当たり医療費の伸び率」及び「年齢階級別、制度別加入者数の将来見通し」を用いて、年齢階級別、制度別に医療保険分の医療費を次
式により算出。

n年後の医療費 圭 (1人当たり医療費(平成22年度)X l人当たり医療費の伸び率のntt X n年後の加入者数 )

※ 総医療費は括弧内を年齢階級別、制度別に計算し合計

〇 年齢階級別、制度別に、上記で算出した医療費に実効給付率(平成22年度)を乗じて医療保険分の医療給付費を算出。

○ 公費負担医療(生活保護等)の医療費及び医療給付費は、平成22年度のそれぞれの金額に医療保険分の医療費総額の伸び率を乗じて算出。
なお、地方単独事業による給付は医療給付に含めていない。

27



4.財政負担の将来見通しの前提及び方法

03.で算出した医療保険分の医療給付費を賄うために必要となる保険料(所要保険料)及び公費の負担額を算出。

○ 公費負担については、医療給付費の一定割合で負担される公費(定率公費)の他、保険料の軽減に充てられる公費や高額医療共同事業に充てら
れる公費など(その他公費)を含むものである。 なお、市町村国保について、法定外で地方が負担している公費 (法 定外繰入)については含まれて
い イ::い 。

○ 保険料負担については、医療給付費から上記の公費負担を控除することにより算出。 したがって、保険料軽減後の保険料負担となる。 また、傷
病手当金や出産育児一時金等の現金給付、事務費、累積赤字の解消等のために必要な保険料負担は含まれておらず、市町村国保については、公
費に法定外繰入分が含まれてないことから、法定外繰入がない場合の保険料負担である。

○ 財政調整や公費負担等の医療保険制度の前提は、次の①～⑥の前提で計算。

① 現行制度              ｀

② 現行制度において、高齢者と現役世代の保険料の伸びをほぼ均衡するよう、高齢者保険料負担率を見直し
③ ②に加え、後期高齢者医療制度を廃止して、75歳以上の高齢者も若人と同じ制度に加入

(75歳 以上高齢者の医療給付の財政負担については、現行制度と同様の方法)

④ ③に加え、被用者保険が負担する支援金の全額を総報酬割に変更
⑤ ④に加え、75歳以上現役並み所得を有する高齢者の給付費に5割の公費を投入
⑥ ⑤に加え、平成25年度以降70歳に到達する方について、70～ 74歳の患者負担を段階的に見直し

※ いずれのケースにおいても、均等割の9割軽減、8.5割軽減、所得割の5割軽減の見直し、適用関係の変更に伴う世帯合算 (高額療養費、国保保
険料の軽減)による影響についても織り込んでいない。また、協会けんぽの国庫負担割合は、平成22年改正法附則第2条の規定に基づき、平成24

年度までの間に検討を行うこととされているが、この試算においては平成25年度(2013)以 降も16.4%としている。

※ 75歳以上の医療給付費の公費負担については、医療保険制度全体で国:都道府県:市町村の負担割合を4:1:1で維持。

01人当たり保険料は、保険料総額を加入者数で除して算出.

5.保険料率の将来見通しの前提及び方法

○ 保険料率は、賃金上昇率と診療報酬改定率との差により将来の水準が決定されることから、賃金上昇率の前提として次の3ケースを計算.

・ ケースI 賃金上昇率 =診 療報酬改定率
ケースI 賃金上昇率 =診 療報酬改定率 +1%
ケースⅢ 賃金上昇率 =診 療報酬改定率 +2.5%(参 考試算の賃金上昇率に相当)

注 :名 目成長率(年3%)と労働力人口の減少(年▲0.5%程度)から単純に計算すると賃金上昇率 (≒ 1人当たり成長率)は年3.5%に相当する。し
たがつて、参考試算では、賃金上昇率は診療報酬改定率(1.0%)を 2.5%程度上回ることとなる。

○ 将来の保険料率は、平成22年度の保険料率に、医療給付費を賄うために必要な保険料率の将来の変化を加えて算出。
(平成22年度の保険料率は協会けんぽ9.3%、 健保組合フ.6%(平成22年度予算早期集計の単純平均))
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別表 医療費の伸びの要因分解 ―メディアスによる伸び率分析

平成13年度

(2001)

平成14年度

(2002)

平成15年度

(2003)

平成 16年度

(2004)

平成 17年度

(2005)

平成18年度

(2006)

平成19年度

(2007)

平成20年度

(2008)

平成21年度

(2009)

1人当たり医療費 ① 3.0% -0。9% 1,9% 1.9% 3.1% 0.1% ％
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』
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・
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１

・

　

　

１

1.9%

-0.82%

1.5%
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％

¨
　

　

¨

％

¨
　

％

６

・

　

・

５

ｏ

ｌ

３

・

　

　

　

・

　

１

・

　

　

２

診療報酬改定  ② -2.7% -1.0%

1.9%

-3.16%

椰
計 高齢化の影響  ③ 1.6% 1,7% 1.6% 1.6%

％

・

　

　

％

５

¨
　

　

８

その他 (①―②一③)

・医療の高度化
・患者負担の見直し 等

1.4% 0.1% 0。3% 1.3% 1:2%

1人当たり医療費 ① 2.1% -1.2% 0.4% 0。9%

-1.0%

1.5% -0.9% ％

［
　

　

¨

％

［
　

％
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６
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６

［
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０

１
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０
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１

％

¨

％

［

％

「
　

％

‐・９¨
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７
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２
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０

・

　

　

１

70!診療報酬改定  ② …2.7% -3.16%
肛  :

未 :高齢化の影響  ③ 0.5% 0.6% Q6% 0.6% 0.7% 0.2%

満 :その他 (①―②―③)

: ・医療の高度化
三 ,患者負担の見直し 等

1.5% 0.8% -0.2% 1.3% 0.8% 2.1%

1人当たり医療費 ① 1.3% -36% 0.9% 0.2% 2.0% -1.5% ％

［　

　

　

　̈
％

“
　

　

％

２
．
‐

¨
　

¨
０
・
３

¨
　

‐
・
８

|-0。 1%

-0.82%

0.3%

0.4%

協

¨
　

一
鋼

¨
　

協

２
．
　̈
　
一
０
．
¨
　

２
．

70三 診療報酬改定  ② -2.7% -1.0% -3.16%
願
以 高齢イヒの影響  ③ 0.2% 0.2% 0.2% 0.2% 0。3% 0.3%上
:i鰈肥こ8~9
: ・患者負担の 見直し 筆

1.0% -1.1% 0.7% 1.0% 1.8% 1.4%

備 考

H14.10
高齢者1割

負担の徹底

H15.4
被用者本人
3割負担 等

H10.η U
現役並み所得
を有する高齢
者3割負担

等

H20.4
未就学者2害

負担

注1:70歳 以上、70歳未満は医療保険分、総計は医療保険と公費負担医療の合計。
2老人保健又は後期高齢者医療に適用される65～ 69歳の障害認定者は、70歳以上に含まれており70歳未満には含まれていない。
3:高齢イしの影響は、平成19年度の年齢階級別(5歳階級)医療保険医療費と年齢階級別(5歳階級)人 口から推計。
4医療費の伸び率は審査支払機関で審査した医療費であり、現金払いの療養費等を含まず。
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現行の高齢者医療制度について
制度の概要

O高 齢化に伴う医療費の増大が見込まれる中で、高齢者と若年世代の負担の明確化等を図る観点から、75歳
以上の高齢者等を対象とした後期高齢者医療制度を平成20年4月 から施行。

O併 せて、65歳～74歳の高齢者の偏在による保険者間の負担の不均衡を調整するため、保険者間の財政調
整の仕組みを導入。

後期高齢者医療制度の仕組み
【全市町村が加入する広1或連含】

高齢者の保険料 O:8兆円

約 1割

75歳未満の加入者数
に応じて負担

37%

保険料

一

l l
医療サービス

V
被保険者

(75歳以上の方)

前期高齢者に係る財政調整の仕組み

各医療保険 (健保、国保等)の被保険者

。(0～74歳 )

健保組合

03兆円

共済組合

01兆円

納付金 協会けんぽ 1.0兆円、健保組合 1.0兆 円、共済組合 0.4兆 円

交付金 市町村国保等2.4兆円
63%

/AN費
(約 5害」)5.5兆円

〔国 :都道府県 :市町村 =4:1

後期高齢者支援金 (若年者の保険料) 5。 O兆円

約4割

市町村国保等
4.4兆円

【調整後】

巾Ш何国保寺
19兆 F9

(3,900万人)

カカz、 1ノ /t7kユ

16兆 円
R500万 人)

鮭 1木相 cl

l.3兆円
イn∩∩∩万 人ヽ

共済組含
Oνり

`円
rAA^― lt



各保険者の比較

市町村国保 国保組合 協会けんぽ 健保組合 共済組合
後期高齢者
医療制度

被保険者 自営業者口無職等 自営業者等
主として中小企業の

サラリーマン

主として大企業の

サラリーマン
公務員・教職員等 75歳以上の高齢者

保険者数

(平成21年 3月 末 )

1,788 165 1,497 77 47

加入者数

(平成21年 3月 末 )

3,597万 人

(2,033万 世帯 )

352アテ“人

3,472アテ̀
人

綾曇曇薯||:::写炎|

3,034アテ̀
尺

1綾撲曇摯淵房炎|

902,テ
`人

経撲曇喜1::写炎|

1,346万人

加入者平均年齢

(平成20年度)

49. 2歳 38, 8歳 36.0歳 33.8歳 33. 4歳 81.8歳

加入者一人当たり

平均所得
(平成20年度)

79万 円

(旧但し書き所得(※ 1))

「
席譲71

298万円

(市町村民税

課税標準額 )

218万円 (収入 )

1碑℃諦
たり

|

293万円 (1又入 )

1観管蒲
たり

|

降儡
是UI

(平 成19年度 )

75.8万円

(旧但し書き所得(※ 1))

加入者一人当たり

医療費(平成20年度)

(※ 2)

28.2万 円 16.7万円 14.8万 円 13.0万 円 13.3万円 86.5万円

加入者一人当たり

保険料(平成20年度)

(※ 3)

〈事業主負担込>

8.3万 円

|¬:訃 |

12.4万 円

8.8万円 〈176万円〉

1袴師 落淵 |

9. 1万円 〈203万 円〉

1袴蹄 石酬 |

10.9万 円〈21.9万円〉

傷蹄 石A第別
6.4万円

平均保険料率8.2%
(8.15～ 8.26%)
(平成21年度 )

平均保険料率7.38%
(3.12～ 10.0%)

(平 成20年度決算見込 )

平均保険料率
7.676%

公費負担
(定率分のみ )

給付費等の50% 給付費等の39% 給付費等の16.4%

(※ 4)

財政窮迫組合
に対する

定額補助

なし 給付費の約50%

公費負担額 (※ 5)

(平成22年度予算へ
゛
―ス)

3兆7,011億円 2.902億 円 1兆447億 円 24億円 なし 5兆 5,427億 円

(※ 1)l日 但し書き所得とは、後期高齢者医療制度や多くの市町村国保の保険料の算定基礎とされているもので、収入総額から必要経費や給与所得控除、公的年金等控除及び基礎控除等を差し引いた額のこと。
(※ 2)加入者一人当たり医療費について、協会けんぱ及び組合健保は速報値であり、共済組合は審査支払機関における審査分の医療費 (療養費等を含まない)。

(※ 3)加入者一人当たり保険料額は、市町村国保・後期高齢者医療制度は現年分保険料調定額、被用者保険は決算における保険料額を基に推計。保険料額に介護分は含まない。
(※4)平 成22年度予算における22年 7月 までの協会けんぽの国庫補助率は、後期高齢者支援金に係る分を除き、コ30%。
(※ 5)介護納付金、特定健診・特定保健指導等に対する負担金・補助金は含まれていない。



健保組合間の保険料率のばらつき

・ 個々の健保組合の保険料率を見れば、4.5%未満から9.5%超まで、ばらつきがある。

全組合の平均
7.38%(20年 度 :1,497組合)

協会け

の保 義 .2%    l:U! V・ ° :

(平成20 度 }

45%未満  4.5%～   50%～   55%～   60%～
.    50%未

満. 55%未 満  60%未 満  6.5%未 満

注 :保険料率には調整保険料率が含まれる。
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制度別 共済組合における保険料率のばらつき(平成20年度末現在 )

(全国平均:7.68%)※

国家公務員共済組合
短期保険料率

地方公務員共済組合
短期保険料率

私立学校教職員共済

短期保険料率

５

　

　

４

1     1

4        4

最高 :7.15%

最低 :5。17%

４

　

　

２

１

　

　

１

6.8%-   7.0%―
7.1%未満 7.4%未満

{注)外務省在外。在勤俸は除く

12

最高 :9。71%

販低 :6.44%

10 ■   ‐

8   -

6 : 一一

1  4

～   70%～   73%～
70%未満 7.3%未満 76%未満

6.64%

8.2°/。 -    85°/。 -    889/● -    9.10/。-    9.496-    97,6-

85%未満 88%未満 91%未満 94%未満 97%未満 10.0%未満

全国平均は平成20年度保険料率の単純平均 (地共済は総報酬ベースに換算 )
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平成18年制度改正時の見通し

国民医療費、医療給付費、老人医療費の将来見通し
(医療制度改革ベース、平成18年 1月 )

年  度

平成 18

予算ベース

(2006)

平 成 27

(2015)

平 成 37

(2025)

改増巨後

国民医療費 (兆円 ) 33.0 44 56

老人医療費 (兆円 ) 10.8 16 25

医療給付費 (兆円 ) 27.5 37 48

改 革 実施前

国民医療費 (兆円 ) 34.0 47 65

老人医療費 (兆円 ) 11.1 18 30

医療給付費 (兆円 ) 28.5 40 56

(注)平成 18年度の老人医療費は74歳 以上の高齢者が対象、平成27年度、平成37年度は75歳以上が対象。



平成18年制度改正時の見通し

2025年度の医療給付費等の将来見通 し

国民医療費 (改革実施前)  65兆 円

中長期的方策         6兆 円

生活習慣病対策      2兆 円

円

円

円
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２
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※
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国民医療費口医療給付費の関係 (平成22年度賦課ベース)

国民医療費 37.5兆円

医療保険分 35.1兆円

医療保険給付費
29.4リヒ円

生活保護・

労働者災害補償保険

5。 7リヒ円

Eコ 医療給付費31.9兆円 T



高齢者と若人の1人当たり医療費の伸びの状況について

平成 13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成 19年度 平成20年度 平成21年度

70歳未満 2.1% ▲ 1.2% 0.4% 0 9% 1.5% ▲ 0.9% 1.6% 1.9% 2.7%

70歳以上 1 2% ▲3.6% 0 9% 0 2% 2.0% ▲ 1.5% 2.1% ▲ 0.1% 2.5%

※ 65～ 69歳で後期高齢者医療制度 (平成19年度以前は老人保健制度)の 対象となつている者は、「70歳以上」に含まれる。

※ 診療報酬改定については、平成14年 (▲ 27%)、 平成16年 (▲ 1.0%)、 平成18年 (▲ 3.16%)、 平成20年 (▲ 0.82%)の影響がある。

※ 診療報酬改定のほか、医療費の伸びに影響を与える主な制度改正は以下のとおり。

平成14年 ;70歳以上の高齢者の定率(1割 )負担の徹底、現役並みに所得がある方の患者負担割合の引き上げ(1割→2割 )

平成15年 ;被用者保険の被保険者等の患者負担割合の引き上げ(2割→3割 )

平成18年 ;70歳以上の高齢者のうち、現役並みに所得がある方の患者負担割合の引き上げ(2割→3割 )



年齢階級別1人当たり医療費 (平成19年度)(医療保険制度分)

小
ψ

く
　

嗜

　

　

奉

く予

0 1人 当たり医療費を年齢階級別にみると、年齢とともに高 くなる。

(医療費計 ) (医科医療費 )

(歳 )

85-

80--84

75--79

70--74

65-69

60--64

55‐-59

50‐-54

45--49

40--44

35--39

30-34

25--29

20--24

15-19

10-14

5-9

0-4

253

202

159 36。

32.,

3000

35°。

331。

32。 0

2900

64° 0

3害J

127

106

6800

70'0

650。94

85

66

57

68

67'0

6800

7190

8000

830。

20         40         60         80         100        120        o      lo      20      30      40      50      60      70

(万 円 )

※政管健保、健保組合、船保、共済、国保の各事業状況報告、「医療給付受給者状況調査報告」(社会保険庁)、

「国民健康保険医療給付実態調査報告」(厚生労働省保険局)等より作成

椰枷↓
90

90     100
(万円 )

口入院+食事・生活療養

日入院外+調剤

現役並み所得者は3割負担



「

~

年齢階級別1人当たり医療費 (平成19年度)(政管健保、市町村国保 )

(政管健保)

(崚 )

85-

80‐-84

75--79

70--74

65‐-69

60-64

55--59

50‐‐54

45-49

40‐ 4̈4

35--39

30‐…34

25‐-29

20‐‐24

15-19

10-14

5-9

0-4

(歳 )

85-

80-84

75‐‐79

70‐-74

65‐-69

60--64

55‐-59

50-54

45--49

40-44

35‐-39

30-‐ 34

25-29

20‐‐24

15-19

10-14

5-9

0-4

0         20        40        60        80        100       120                   0
(万円 )

※政管健保、国保の各事業状況報告、「医療給付受給者状況調査報告J(社会保険庁)、

「国民健康保険医療給付実態調査報告」(厚生労働省保険局)等より作成

120
(万円)

(市町村国保)※退職を含む
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O高 齢者の約86%は、lヶ 月の間に、一度は医療機関にかかっている。うち、入院している者が約7%、 入院外 (通院)で医療
機関にかかっている者が約81%

01ケ月にかかる医療費は、入院で約52万 円、入院外 (通院)で約4万円

○ 入院外 (通院)の場合のかかつた医療機関の数をみると、1件が約46%、 2件が約24%、 3件以上が約11%    ―

○ 入院外 (通院)の場合のlヶ月間の受診日数は、5日 以下が約67%、 6～ 10日 が約8%、 11日 以上が約5%

後期高齢者医療制度の被保険者の受診状況 (平成21年 3月 )

高齢者の医療機関への受診の実態

(出典 : 平成20年度 医療給付実態調査 厚生労働省保険局)

(注)1 同一の後期高齢者医療制度の被保険者に係るレセプトを合計し、個人単位のデータにして集計したものである。(「 名寄せ」という。)

2患者割合は、入院外、入院、歯科及び合計(入院外、入院又は歯科のいずれか)の診療を受けた者の数雄 期高齢者医療制度の被保険者数で除したものである。
3患者1人 当たり医療費は、入院外、入院、歯科及び合計(入院外、入院又は歯科のいずれか)の診療を受けた者の医療費を患者数で除したものである。
4医療費は、入院は入院(医科)及び食事・生活療養、入院外は入院外(医科)及び調剤、歯科は歯科入院(食事,生活療養を含む)及び歯科(入院外)となっている。

患者割合 858%

巨 貯 71%

¨ 805%

|うち、歯 科 142%

患者 1人 当たり医療費 85万 円

1入院 521フ5P5

1入院 外  ~~~~~ 42万 円

1歯科 17万 円

入院外で医療機関にかかった者の受診状況

かかつた医療機 関の数 0件 (受診なし) ¬1牛 2件 3イ牛 4件 5件以上 合 計

構成割合 195% 461% 235% 80% 22% 07% 1000%

lヶ月間の受診 日数 0日 (受診なし) 1～ 5日 6～ ¬0日 11～ 15日 16～ 20日 20日 ～ 合計

構成割合 195% 674% 82°0 30% 11% 09% 1000%
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患者害1合 (単位:%) 患者1人当たり医療費 (円 )

合計 合計

入院 入院外  1  歯科 入院 入院外  1  歯科

平成20年 4月 855 803 134 82,644 497,038 41,363 17,024

5月 855 70 802 134 82,380 508,126 40,631 16,489

6月 854 70 802 136 81,134 502,506 40,017 16,740

7月 861 811 134 84,439 510,619 42,198 17,087

8月 847 69 796 123 80,744 506,828 39,570 15,614

9月 854 68 803 132 81,249 502,052 40,960 16,651

10月 864 71 814 140 85,324 515,954 42,831 17,276

11月 852 70 798 135 80,112 501,983 38,934 16,202

12月 867 70 815 142 84′ 693 520,465 42,203 16,657

平成21年 1月 849 70 795 130 82,937 527,682 39,698 15,427

2月 844 70 788 134 79,674 491,363 38,982 16,275

3月 858 71 805 142 85,412 521,127 41,929 16,705

後期高齢者医療制度の被保険者の受診の動向(平成20年度)

(出典 : 平成 20年度 医療給付実態調査 厚生労働省保険局 )

(注)1 同一の後期高齢者医療制度の被保険者に係るレセプトを合計し、個人単位のデータにして集計したものである。(「名寄せ」という。)

2各月の患者割合は、入院外、入院、歯科及び合計 (入院外、入院又は歯科のいずれか)の診療を受けた者の数を後期高齢者医療制度の被保険者数で除したものである。

3各月の患者1人当たり医療費は、入院外、入院、歯科及び合計 (入院外、入院又は歯科のいずれか)の診療を受けた者の医療費を患者数で除したものである。

4医療費は、入院は入院(医科)及び食事・生活療養、入院外は入院外 (医科)及び調斉」、歯科は歯科入院 (食事・生活療養を含む)及び歯科(入院外)となっている。
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各医療保険制度における給付の内容

給付の種類 概要

給付の内容

後期高齢者医療制度 市町村国保 被用者保険

療養の給付

診療、薬剤の支給その他の医療サービ
ス(現物給付) 医療費の¬割

(現役並み所得者は3割 )

保険外併用療養費

訪間看護療養費

療養費
医療サービスに係る現物給付ができな
い等の場合に支給 (現金給付)

入院時食事療養・生活
療養費

別紙のとおり
高額療養費

高額介護合算療養費

移送費
医療サービスをうけるために病院等に

移送されたとき、その費用として支給
(現金給付)

必要な医療を行える最寄りの医療機関まで、その傷病の状態に応じ最も経済的な経路及び
方法により移送された場合の交通費等の費用

葬祭費・埋葬料
被保険者等が死亡したとき、葬祭の費
用として支給 (現金給付)

広域連合の条例に規定する
金額 (2～ 5万円程度 )

市町村の条例に規定する金
額(1～ 5万円程度)

5万円

出産育児一時金 出産等の費用として支給 (現金給付) 原則として38万円 (平成23年 3月 までは42万円 )

出産手当金
被保険者が出産又は傷病により労務に

服することができないときに支給 (現金

給付 )

1日 につき標準報酬日額
の3分の2相当額傷病手当金 広域連合又は市町村の条例に

こととされているが、実施してい
現定して実施することができる
るところはない。
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医療保険制度における患者負担の推移

～昭稗 7年

12月
Bn48年 ¬月～ 昭和58年2月 ～ 平成9年9月 ～ 平成 13年¬月～

平成14年

10月 ～

平成15年

4月 ～

平成 18年

コ0月 ～
平成 20年4月 ～

老人医療費

支給制度前

老

　

　

人

老人医療費支給制度

(老人福祉法 )

老人保健制度

７
５
歳
以
上

後期高齢者

医療制度

国

保
3割

な し

入院 300円 /日

外来 400円 /月

→ 可,000円 /日

→  500円 /日

(月 4回まで )

+薬剤一部負担

定率¬割負担

(月 額上限付き)

*診療所は

定額制を選択可

中 詢 融

高額医療費創設

定率 1割負担

(現役並み所得者 2割 )

定率 1割負担

(現役並み

所得者 3割 )

1割負担

(現役並み所得者 3割 )

被

用

者

本

人

定額

負担

７
０
～
７
４
歳

2割負担 (※ )

(現役並み所得者 3割 )

※ 1割に凍結

若

　

　

人

国  保
3割

高額療養費創設 (S48～ )

入院 3割

外来 3割 +薬剤一部負担

3割

…趾

3割

７

０

歳

未

満

3割

(義務教育就学前 2割 )

・
被

用

者

家

族

5割

被用者

本 人

定額       → 1割 (S59～ )

高額療姜費創設

入院 2割

外来 2割 十薬剤一部負担

被用者

家 族

3割 (S48～ )→入院 2割 (S56～ )

高額療養費創設  外来 3割 (S48～ )

入院 2割

外来 3割 十薬剤一部負担

(注 )・ 1994(平成 6)年 10月 か ら入院時食事療養費制度創設 、2006(平成 18)年 10月 か ら入院時生活療養費制度創設

・ 2002(平成 14)年 10月 か ら 3歳未満の手L幼 児は 2割負担に軽減、2008(平成 20)年 4月 か ら義務教育就学前へ範囲 を拡大
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現役並み所得者について

070歳 以上の方の患者負担 (保険医療機関の窓口で支払う金額)の割合は、原則「1割」としているが、現役世代と同

等の負担能力を有する方については、現役世代と同じ「3割」を負担していただくこととしている。

【要件】

※1収入から公的年金等控除、必要経費、基礎控除、給与所得控除等の地方税法上の控除金額を差し引いた後の額。

※2現役世代の夫婦2人世帯をモデルとし、平成16年度の政管健保平均標準報酬月額を基礎として、現役世代の平均収入額を算出し(約 383万円)、 その金額から諸控除を
差し引き、現役世代の平均的な課税所得を算出したもの。

※3平成16年度の政管健保平均標準報酬月額

○ ただし、上記の場合であつても、以下の要件に該当する場合は、負担割合は「1割」となる。※4

【要件】

後期高齢者医療制度
世帯の被保険者全員の収入※1の合計額が520万円※2未満(世帯の被保険者が一人の場合は、383万

円※3未満)である場合等

国民健康保険
世帯の被保険者 (70～ 74歳の方に限る。)全員の収入の合計額が520万円未満 (世帯の被保険者 (7

0～ 74歳の方に限る。)が一人の場合は、383万円未満)である場合等

被用者保険
被保険者及びその被扶養者(70～ 74歳の方に限る。)の収入の合計額が520万円未満(被扶養者 (フ

0～ 74歳の方に限る。)がいない場合は、383万円未満)である場合等

※1地方税法上の収入額であり、公的年金等控除、必要経費等を差し引く前の金額。

※2高齢者複数世帯のモデルを設定し、その世帯の課税所得が145万円となるような収入額を算出したもの。

145万円+(基礎控除(33万円)+給与所得控除 (90万 円)+配偶者控除 (38万 円)十 社会保険料控除(14万円)+公的年金等控除(199万円))≒ 520万 円

※3高齢者単身世帯のモデルを設定し、その世帯の課税所得が145万 円となるような収入額を算出したもの。

145万 円+(基礎控除(33万円)十給与所得控除 (フ 3万円)+社会保険料控除(11万円)十公的年金等控除(120万円))≒ 383万円

※4負担能力の判定基準については、公平な判定を行うため、被保険者一人ひとりの課税所得を基本としている。

しかしながら、税法上の控除の関係から、実際には、収入額が少ないにもかかわらず、課税所得が145万円以上となるケース(例 :夫婦ともに無年金で、夫の給与収入
のみ)が存在する。このようなケースを救済するため、課税所得だけでなく、収入による判定も行うもの。                               15  °

後期高齢者医療制度 世帯内に課税所得※1の額が145万円※2以上の被保険者がいる場合

国民健康保険 世帯内に課税所得の額が145万円以上の被保険者 (70～ 74歳の方に限る。)がいる場合

被用者保険 被保険者が70歳以上であって、その方の標準報酬月額が28万円※3以上である場合



前期高齢者の費用負担の現状 (平成22年度予算ベース)

【前期財政調整前】

患者負担
1.1リヒFЧ

医療給付費 (5。3兆円) 共済組含

01兆 円 ,

市町村国保等

4.4りL円

協会

けんぽ

0.6兆円

健保

組合

03
り
`Fl

ー

【前期財政調整後】

患者負担
1。 1兆円

３
ン´

健保組合

1.3兆円

(3,0007FA)

共済

組合

0.4

リヒFl

(900
万人 )

市E

19メヒF

T村国保等
Ч(3,900万人)

協会けんぼ
.6兆円(3,500万人 )

70～74歳の

患者負担

凍結分

(0.2兆 円 )

0,3兆円

16※ 公費には、保険料軽減や高額医療費共同事業に係る公費は含まない。



後期高齢者医療制度における財政リスクの軽減の仕組み

財政運営は都道府県単位で全市町村が加入する広域連合が行う。広域連合の財政リスクの軽減については、

国・都道府県が共同して責任を果たす仕組み。

貸付 (※ )

給付の見込額以上の増加、保険料の収納不足による財源不足に対しては毎年度「貸付」を行い、

保険料の収納不足により、2年間の財政運営期間を通して財源不足が見込まれる場合には、不足分の1/2を「交付Jする。

①レセプト1件あたり80万円を超える医療費
80万円を超える額のうち、保険料で賄うべき部分の1/2を公費で負担(国 1/4、 都道府県1/4)

②レセプト1件あたり400万円を超える医療費(特別高額医療費)

200万 円を超える額のうち、保険料で賄うべき部分から①の公費負担を除いた額について、各広域連合の拠出金(+)に より交付金を交付。
F)平 成21年度は、拠出金156億 円について、国費により10億円の補助を実施

※ ※
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新たな制度の第1段階における財政リスクの軽減の仕組み

財政運営は都道府県単位の運営主体が行う。都道府県単位の運営主体の財政リスクの軽減については、

国・都道府県が共同して責任を果たす仕組み。

※ 給付の見込額以上の増加、保険料の収納不足による財源不足に対しては毎年度「貸付」を行う。

※※ ①レセプト1件あたり80万 円を超える医療費
80万円を超える額のうち、保険料で賄うべき部分の1/2を 公費で負担(国 1/4、 都道府県1/4)

②レセプト11牛 あたり400万円を超える医療費(特別高額医療費)

2∞万円を超える額のうち、保険料で賄うべき部分からCの公費負担を除いた額について、各都道府県単位の運営主体の拠出金(りにより交付金を交付。

負担
1

国

〆〆
″~醗

政安定化ヘ

ゝ畷 深`彫1笙J
都道府県

負担

都道府県単位の

運営主体

ヽ

ノ

菖這層「 c医 ⊆費
に扁

_ 公費負担篠Ю

交付    奮待(募 )

保険料の上昇 印制

給付費増 リスグ :

納 1寸金 貸付 (※ )

保険料

被保険者 (75歳以上の高齢者)

1=



財政運営戦略 (平成22年 6月 22日 閣議決定)

I.基本的な考え方

1.経済口財政の現状 (略 )

2.財政破綻リスクヘの断回たる対応 (略 )

3.過去からの教訓 (略 )

4.新たな成長戦略の実行 (略 )

5.社会保障の再構築 (略 )

6.新政権の財政運営戦略 一国民の安心と希望のために一 (略 )

Ⅱ.具体的な取組

1.財政健全化目標 (略 )

2.財政運営の基本ルール

各年度の予算編成及び税制改正は、以下の基本ルールを踏まえて行うものとする。

(1)財源確保ルール (「ペイアズユーゴー原則」)

歳出増又は歳入減を伴う施策の新たな導入・拡充を行う際は、原則として、恒久的な歳出

削減又は歳入確保措置により、それに見合う安定的な財源を確保するものとする。

(2)財政赤字縮減ルール (略 )

(3)構造的な財政支出に対する財源確保 (略)              .
(4)歳出見直しの基本原則 (略 )

(5)地方財政の安定的な運営 (略 )

3.中期財政フレーム (略 )

1,  '



給与所得世帯の保険料比較 (協会けんば、組合健保、共済組合、市町村国保)

―給与収入のみの者とその被扶養者 (収入無し)の 2人世帯における比較 ―

三上委員口近藤委員
御依頼資料

LQ_聾 責員 f_涅藤貴_の求めに応 じて、一定の前提を置いて、機械的に試算 したものである。
:

:

(万 円 )

■80 ― 一 ― 協 会 け ん ぽ 【本 人 負 担 】(46.7%。 )

一 ― ―協 会 け ん ぱ 【本 人 +事 業 主 負 担 】(934%。 )

一 ― 健 保 組 合 【本 人 負 担 】(34.2%0)

健 保 組 合 【本 人 +事 業 主 負 担 】(762%0)

一 一 ― 共 済 組 合 【本 人 負 担 】(4■ .2%。 )

― … … 共 済 組 合 【本 人 +事 業 主 負 担 】(823%。 )

一 一 ― 市 町 村 国 民 健 康 保 険 (:日 た だ し書 き4方式 の 平 均 保 険 料 )

■00

|                                            ´
´

′
″

  ´
′

′
′

´

0    ■00   200   300   400   500   600   700   800   900  ■′000 ■,■ 00 ■′200 ■,300 ■,400 ■,500 ■,600 ■,700 ■,800 ■,900 2,000 (フ5円 )

給 与 収 入 額 (標準 報 酬 総 額 )

【保険料の前提】
協会けんぽ :保険料率 934%。 (本人負担 467‰)【平成22年度保険料率】
健保組合 :保険料率 762%。 (本人負担 342%。)【平成22年度保険料率の単純平均(平成22年度予算早期集計(健保連))】

共済組合 :保険料率 82.3‰ (本人負担 412‰)【平成22年度保険料率の単純平均(※地共済の総報酬ベースヘの換算は概算値)】

市町村国保:l日ただし書き4方式として以下の保険料を使用
所得割率 735%、 均等割額 27′ 376円、平等割額 25,741円 、 資産割額 非軽減世帯:20,249円 、2割軽減世帯 :11′ 673円、5割軽減世帯 :13,216円、7割軽減世帯 :7,716円

所得割率、均等割額、平等割額は平成20年度国民健康保険事業年報による。また、資産割額は平成20年度国民健康保険実態調査及び国民健康保険事業年報を基に軽減世帯別の平均資産割額を推計
(※ )健保組合、共済組合の保険料率は、単純平均を用いて計算していること等から数値は相当大きな幅を持つてみる必要がある。
(注 )国保については、被用者保険と比較する観点から、給与収入のみの方を前提としている。自営業者等については被用者の給与収入に相当する収入の定義が明らかでないため比較の対象外とした。なお、市町村国保に

おいて、世帯主が自営業者の世帯は全体の約17%で ある。
(標準報酬月額 第1級 {58,ClfICl円 )～第47級 {121万 円)、 標準賞与額の最高額540万円。)

保
険
料
額
（年
額
）

仮に、健保組合、共済組合の保険料率を
協会けんぽ並みに引き上げた場合、

健保組合 :1.4兆円程度
共済組合:03兆円程度

保険料収入が増加 (※ )



平成21年度後期高齢者医療制度被保険者実態調査の概要
○ 後期高齢者医療制度における後期高齢者医療広域連合の保険料賦課の状況及び被保険者の年齢、所得
等を調査し、後期高齢者医療制度に係わる基礎資料を得ることを目的とする調査 (毎年度実施)

1"一般状況 (平成21年度9月 末現在 )

○被保険者数 :1′362万人 (平成20年度の被保険者数と比較すると42万人、3.2%の増加)

・ 65～ 74歳の障害認定者数 : 47万人  (全体の 3,5%)(平成20年度と比較すると3.7万人の減少)

2.

口現役並み所得者
ロー般所得者
・ 低所得 I

・ 低所得Ⅱ

○所得あり  :
○所得なし  :
01人当たり所得額

: 99万5千人 (全体の フ%)
:762万 3千人 (全体の 56%)
:250万 4千人 (全体の 18%)
:249万 9千人 (全体の 18%)

・ 普通徴収である被保険者 :266万 5千人 (全体の 20%)

所得の状況 (平成20年 )

592万人 (全体の43%)
76■万人 (全体の56%)

: 842千 円 (平成20年度と比較すると45千円の減少)

01人当たり年金収入額   :1′218千 円 (平成20年度と比較すると18千円の減少)

※1 所得とは、「旧ただし書き方式」により算定された所得総額 (基礎控除前)に相当するものである。

※2 前年の老齢又は退職を支給事由とする公的年金等の収入 (公 的年金等控除前の額 )。 障害年金及び遺族年金は含まれない。

3.保険料の状況 (平成21年度現在 )

01人当たり保険料調定額 (現年分) :62′ 822円 (平成20年度と比較すると1′ 155円の減少)

01人当たり保険料均等割額 (現年分):41′ 373円
・ 均等割2割軽減被保険者
・ 均等割5割軽減被保険者
・ 均等割8.5割軽減被保険者
・ 均等割9割軽減被保険者

うち元被扶養者
・ 所得割軽減被保険者

83万5千人 (全体の 6%)
31万9千人 (全体の 2%)
184万0千人 (全体の 14%)
458万 7千人 (全体の 34%)
185万0千人 (全体の 14%)
121万 1千人 (全体の 8%)


